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R6.11.11
第３回「防災スペシャリスト
養成」企画検討会資料１． 地域研修の予定・実施状況

応募団体 奈良県 岡山県 愛知県 徳島県 宮崎県 秋田県

R6希望
テーマ

発災時に自治体に
求められる役割と
応急対策の実態

受援体制の確認
受援体制・受援計画
及び応援団体の

受け入れ

災害対策本部運営
の各班の役割、

関係機関との連携
個別避難計画

初動期の
災害対策本部の

設置・運営

地
域
検
討
会

事前 7/17 （水） 7/17 （水） 7/30 （火） 7/24 （水） 7/17 （水） 10/3 （木）

第１回 8/28 （水） 8/6 （火） 9/20 （金） 8/27 （火） 10/15 （火） 11/1 （金）

第２回 10/2 （水） 9/6 （金） 10/22 （火） 10/9 （水） 11/21（木） 11/18（月）

座
学

実施予定
10/4 (金) ～

11/5 (火)
10/15 (火) ～ 

11/12 (火)
11/11 (月) ～ 

12/8 (日)
11/11 (月) ～ 
12/19 (木)

12/6 (金) ～ 
1/15 (水)

12/23 （月） ～
1/30 （木）

演
習

開催形式 集合形式 集合形式 集合形式 集合形式 集合形式 ハイブリッド形式

実施予定
11/6 （水）

9:30-17:00
11/13 （水）

10:00-17:00
12/9 （月）

9:30-17:00
12/20 （金）
9:30-17:00

1/16 （木）
9:30-17:00

１/31 （金）
13:00-17:00

研修会第３回 11/15 （金） 11/28 （木） 1２月中旬 12/25 （水） １月下旬 ２月上旬

対象者

•県の防災関係職
員

•県内市町村の防
災関係職員

•県職員
•県内市町村職員

•県職員
•県内市町村職員

•県職員
•県内市町村職員

•県内市町村の防
災担当職員 等

•県職員
•県内市町村職員

受講者（見込） 33人 56人 52人 ４６人 (30人) （50人）

自主企画 なし なし なし なし あり なし

地域講師 なし なし なし なし あり なし

コンサル
ティングシート

単年度 単年度 単年度 単年度 / 複数年度 複数年度 単年度

コーディ
ネーター

大原委員 木村委員 佐藤委員 国崎委員 鍵屋委員 田村委員

地域研修
実施年度

R1/R3～R5 R3～R5 未実施 R5 R3 未実施
1
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〔奈良県〕 令和６年度地域研修 オンデマンド講義カリキュラム

区分 単 元 名 時間

災害対応
業務全般

1 防災行政概要 ● 20分

2 災害法体系と災害対策基本法の概要 ● 15分

3 防災計画の概要 ● 15分

災害時の
応急活動

4 応急活動・資源管理総論 ● 65分

5 地方公共団体間の相互応援と受援体制 ● 130分

6 災害廃棄物処理 ● 60分

7 救援物資の調達 ● 40分

8 救援物資の輸配送 ● 30分

被災者へ
の支援

9 災害救助法と被災者生活再建支援法 ● 50分

10 避難所の開設・運営の内容 ● 15分

11 生活再建支援業務 ● 80分

：基礎的な内容 ：応用的な内容も含む ●：受講必須

研修のテーマ 災害発生時に地方自治体に求められる役割と応急対策の実態

オンデマンド講義：10/4（金）～ 11/5（火） 演習：11/6（水） コーディネーター：大原委員

カリキュラムの構成について

カリキュラム全体
• 防災の未経験者が多いため、必要な

単元に絞り込み、全ての単元を受講
必須とした。

「災害対応業務全般」
• 防災の知識や災害対応経験が少ない

職員が防災の基本的な知識を学ぶ。

「災害時の応急活動」「被災者への支援」
• 災害初動期の業務や県と市町村の役

割・体制、連携についての理解に必
要な基本的な知識を学ぶ。

◇：受講任意
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〔奈良県〕 令和６年度地域研修 演習カリキュラム

地域検討会でのコーディネーター等
からの助言

2限目：災害時の県都市町村の業務
・県と市町村の職員を混ぜた班にすることで、
   県 と市町村が意見交換でき、お互いの立場や
   業務を理解する機会となるのではないか。

3限目：災害対応の実態と課題
・登壇する市町村職員の負担にならないよう、
   講演資料の作成は求めず、インタビュー形式で
   実施してはどうか。

4限目：災害対応の実態と課題のポイント
・当日質問をとりまとめる時間が少ないため、
   研修より前に受講者から質問を募集し、とりま
   とめておいてはどうか。

研修のテーマ 災害発生時に地方自治体に求められる役割と応急対策の実態

オンデマンド講義：10/4（金）～ 11/5（火） 演習：11/6（水） コーディネーター：大原委員
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受援の基礎知識
1 受援体制と受援計画の概要 ● 15分
2 応急対策職員派遣制度の概要 ● 15分
3 地方公共団体間の相互応援と受援体制 ● 130分

受援対象業務の
概要

4 避難所の開設・運営の内容 ● 15分
5 災害廃棄物処理の概要 ● 10分
6 被害認定調査・罹災証明書の概要 ● 10分

7 国としての物資の備蓄および災害時に
おける物資の調達・輸送 ◇ 15分

8 仮設住宅の供給の概要 ● 15分
9 インフラ復旧の概要 ● 15分
10 災害ケースマネジメントの概要 ● 15分

国からの支援 11 応急期の政府支援 ◇ 110分

災害対応関連の
制度

12 被災者生活再建支援制度の概要 ◇ 10分
13 災害弔慰金・災害援護資金の概要 ◇ 15分
14 大規模災害からの復旧・復興の概要 ◇ 20分

物資の調達
・輸配送

15 救援物資の調達 ◇ 35分
16 救援物資の輸配送 ◇ 30分
17 救援物資ロジスティクス演習 ◇ 30分

地域の災害特性 18 地域の災害特性 ● 60分
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〔岡山県〕 令和６年度地域研修 オンデマンド講義カリキュラム

：基礎的な内容 ：応用的な内容も含む ●：受講必須

研修のテーマ 県と市町村の受援体制の確認

オンデマンド講義：10/15（火）～ 11/12（火） 演習：11/13（水） コーディネーター：木村委員

カリキュラムの構成について

カリキュラム全体
• 応援・受援の基本的な知識等を学べ

る単元を受講必須とし、防災の未経
験者等やより深く知識を得たい受講
者用の単元を受講任意とした。

「受援の基礎知識」「国からの支援」
• 受援の手続きや関連する制度等の基

本的な知識を学ぶ。

「受援対象業務の概要」「物資の調達・
輸配送」
• 受援の対象となる業務の基本的な知

識や業務の内容等を学ぶ。

「災害対応関連の制度」
• 災害対応に関する制度や復旧・復興

期の業務を学ぶ。

「地域の災害特性」
• 地域の脆弱性を含む地域の災害特性

と想定される被害状況等を学ぶ。

◇：受講任意
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〔岡山県〕 令和６年度地域研修 演習カリキュラム

地域検討会でのコーディネーター等
からの助言

２限目：受援の実態と課題のポイント
• １限目の講演者等への受講者からの質問を紙に

記載し、収集した質問を元に講演者に質問する
ことで講演内容を深堀りでき、受講者の理解が
深まるのではないか。

3限目：災害対応過程と態度を学ぶ
• エスノグラフィー教材は、新たな学びが得られ

るよう、昨年度と内容を変更して実施した方が
よい。また、１限目の講演と内容が重複しない
ように注意する。

5限目：全体討論
• 参加者が顔見知りになること、また、何がこの

研修の成果だったのかをふりかえる重要な機会
であることから、この演習の実施は必須である。

研修のテーマ 県と市町村の受援体制の確認

オンデマンド講義：10/15（火）～ 11/12（火） 演習：11/13（水） コーディネーター：木村委員
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区分 単 元 名 時間

災害対応
業務全般

1 防災行政概要 ● 20分
2 災害法体系と災害対策基本法の概要 ● 15分
3 防災計画の概要 ● 15分
4 防災気象情報の概要 ◇ 60分

災害時の
応援・受援
体制

5 受援体制と受援計画の概要 ● 15分
6 応急対策職員派遣制度等の概要 ● 15分
7 大規模災害時における政府の初動対応 ◇ 10分
8 初動対応における国との連携 ● 25分
9 地方公共団体間の相互応援と受援体制 ● 130分

物資の調達
・輸配送、
災害廃棄物
処理

10 国としての物資の備蓄および災害時に
おける物資の調達・輸送 ● 15分

11 災害廃棄物処理の概要 ● 10分
12 災害廃棄物処理（常総市の事例） ◇ 40分

被災者への
支援

13 災害救助法の概要 ● 15分
14 避難所の開設・運営の概要 ● 15分
15 多様な主体による避難所運営 ◇ 15分
16 被災者支援の個別課題～広域避難～ ● 30分
17 被害認定調査・罹災証明書の概要 ● 5分
18 被災者生活再建支援制度の概要 ● 10分
19 生活再建支援業務 ● 75分
20 避難行動要支援者の避難支援 ● 15分
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〔愛知県〕 令和６年度地域研修 オンデマンド講義カリキュラム

：基礎的な内容 ：応用的な内容も含む ●：受講必須

研修のテーマ 受援体制と受援計画及び応援団体の受け入れ

オンデマンド講義：11/11（月）～ 12/8（日） 演習：12/9（月） コーディネーター：佐藤委員

カリキュラムの構成について

カリキュラム全体
• 応援・受援について基本的な知識や

事例を交えた業務の課題まで幅広く
学べる構成としており、防災の未経
験者等やより深く知識を得たい受講
者用の単元を受講任意とした。

「災害対応業務全般」
• 防災業務全般の基本的な知識や地域

の災害特性、想定される被害状況等
を学ぶ。

「災害時の応援・受援体制」
• 受援の手続きや関連する制度等を学

ぶ。

「物資の調達・輸配送、災害廃棄物処理」
「被災者への支援」
• 受援の対象となる業務の基本的な知

識や業務の内容等を学ぶ。

◇：受講任意
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〔愛知県〕 令和６年度地域研修 演習カリキュラム

地域検討会でのコーディネーター等
からの助言

１限目：能登半島地震における被災市町村の受援
の実態と課題

２限目：能登半島地震における応援の実態と課題
• 志賀町からは受援側の視点で、愛知県と市町村

には応援側の視点で、それぞれ能登半島地震の
経験を語っていただくことで、応援・受援のふ
りかえりがうまくかみ合うのではないか。

３限目：受援計画策定と受援時の課題
• 全庁的な取組みを通じて受援計画を作成した経

験がある行政体職員または有識者に、災害時の
経験を踏まえて計画を見直したというような実
体験を講演いただくと、受援計画の見直し方の
参考になる。

４限目：災害対応過程と受援を学ぶ
• 自衛隊やDMATなど自治体同士以外の関係機関

との連携についても考慮に入れた方がよい。

研修のテーマ 受援体制と受援計画及び応援団体の受け入れ

オンデマンド講義：11/11（月）～ 12/8（日） 演習：12/9（月） コーディネーター：佐藤委員
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区分 単 元 名 時間

災害対応業務全般

1 防災行政概要 ● 20分
2 災害法体系と災害対策基本法の概要 ● 15分
3 防災計画の概要 ● 15分
4 地域の災害特性 ● 60分

災害対策本部について
5 対策立案総論 ◇ 65分
6 災害対策本部が行う対策立案プロセス ◇ 55分

災害から命を守る 7 避難行動の概要 ◇ 15分
8 風水害における警報と避難 ◇ 120分

応急活動・資源管理
9 応急活動・資源管理総論 ◇ 65分
10 活動拠点・環境の確保 ◇ 105分
11 災害廃棄物処理の概要 ● 10分

避難所の開設・運営関連
12 避難所の開設・運営の内容 ● 15分
13 避難所のライフサイクル ● 55分
14 避難所運営の実際 ● 55分

災害時の応援・受援関連

15 受援体制と受援計画の概要 ● 15分
16 救助・捜索活動における連携の概要 ● 15分
17 初動対応における国との連携 ◇ 25分
18 地方公共団体間の相互応援と受援体制 ◇ 105分

物資の調達・輸配送

19 国としての物資の備蓄および災害時における
物資の調達・輸送 ● 15分

20 救援物資の調達 ◇ 35分
21 救援物資の輸配送 ◇ 30分
22 救援物資ロジスティクス演習 ◇ 30分

災害ボランティア 23 災害ボランティア ● 30分

被災者への支援

24 災害救助法の概要 ● 15分
25 被害認定調査・罹災証明書の概要 ● 5分
26 仮設住宅の供給の概要 ● 15分
27 要配慮者をはじめとする避難者の避難生活支援 ● 90分
28 災害時の保健・医療・福祉活動と調整の概要 ● 15分

地域の防災力の向上
29 地区防災計画と住民主体の災害への備えの概要 ● 15分
30 地域防災計画・地区防災計画 ◇ 65分
31 地域の自主的な防災活動 ◇ 70分
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〔徳島県〕 令和６年度地域研修 オンデマンド講義カリキュラム

：基礎的な内容 ：応用的な内容も含む ●：受講必須

研修のテーマ 災害対策本部の運営について（各班の役割、関係機関との連携）

オンデマンド講義：11/11（月）～ 12/19（木） 演習：12/20（金） コーディネーター：国崎委員

カリキュラムの構成について

カリキュラム全体
• 防災の未経験者が多いため、防災の

基本的な知識が身に付く単元を受講
必須とした。また、より深く学びた
い受講者用に応用的な内容を含む単
元を受講任意とした。

「災害対応業務全般」
• 防災業務全般の基本的な知識や地域

の災害特性、想定される被害状況等
を学ぶ。

「災害対策本部について」
• 災害対策本部での対策立案に必要な

知識を学ぶ。

「災害から命を守る」～「被災者への支援」
• 災害発生初動期の対応業務の内容、

手続き・制度等の知識を学ぶ。

「地域の防災力の向上」
• 地域の住民等の防災力向上に必要な

知識を学ぶ。

◇：受講任意
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〔徳島県〕 令和６年度地域研修 演習カリキュラム

地域検討会でのコーディネーター等
からの助言

１限目：令和6年能登半島地震について国として
の課題認識

• 国の視点として能登半島地震での課題（1.5次
避難・2次避難、要配慮者、ボランティア等）
をお話頂けるとよい。

２限目：令和6年能登半島地震について災害対応
の実態と課題（県の視点）

• 徳島県と建設業協会との協定など、県独自の取
り組みを実施しているため、本研修でぜひ紹介
してほしい。

３限目：令和6年能登半島地震について災害対応
の実態と課題（県の視点）

• 徳島県内の市町村職員のうち実際に応援に行っ
た方に市町村の視点から講演頂いた方がよい。

５限目：災害対策本部における対応
• 演習時間に限りがあるため、１つのテーマに

絞って深く検討してもらう形がよいのではない
か。受講者への問いかけも、より具体的に検討
してもらえるよう工夫した方がよい。

研修のテーマ 災害対策本部の運営について（各班の役割、関係機関との連携）

オンデマンド講義：11/11（月）～ 12/19（木） 演習：12/20（金） コーディネーター：国崎委員
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区分 単 元 名 ① ② 時間

災害対応業務全般

1 防災行政概要 ◇ ◇ 20分
2 災害法体系と災害対策基本法の概要 ◇ ◇ 15分
3 防災計画の概要 ◇ ◇ 15分
4 地域の災害特性 ● ◇ 60分

災害から命を守る

5 「避難情報に関するガイドライン」の経緯 ● ● 15分
6 避難行動の概要 ● ● 15分
7 防災気象情報の概要 ● ● 20分
8 避難情報の発令判断・伝達等 ● ● 15分

被災者への支援

9 災害救助法の概要 ● ● 15分
10 避難所の開設・運営の概要 ● ● 15分
11 被害認定調査・罹災証明書の概要 ● ● 5分
12 仮設住宅の供給の概要 ● ● 15分
13 被災者生活再建支援制度の概要 ● ● 10分

個別避難計画
14 避難行動要支援者の避難支援 ● ● 15分
15 個別避難計画の作成 ● ● 135分

多様な主体・視点
による災害対応

16 多様な主体による避難所運営 ● ● 15分

17 災害時における男女共同参画の視点からの取
組の概要 ◇ ◇ 15分

災害時の応援
・受援体制

18 受援体制と受援計画の概要 ● ◇ 15分
19 応急対策職員派遣制度等の概要 ● ◇ 15分
20 地方公共団体間の相互応援と受援体制 ● ◇ 50分

地域の防災力の
育成

21 地域の自主的な防災活動 ◇ ◇ 70分
22 地域防災リーダーの育成 ◇ ◇ 70分

①：防災部署の受講者 ②：福祉部署の受講者
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〔宮崎県〕 令和６年度地域研修 オンデマンド講義カリキュラム

：基礎的な内容 ：応用的な内容も含む ●：受講必須

カリキュラムの構成について
カリキュラム全体
• 受講者に必要な知識を効率よく身に

付けられるよう、防災部署と福祉部
署で受講の必須・任意を変更。

「災害対応業務全般」
• 防災業務全般の基本的な知識や地域

の災害特性、想定される被害状況等
を学ぶ。

「災害から命を守る」～「多様な主体・
視点による災害対応」
• 個別避難計画の作成・実行に必要な

基本的な知識と関連する業務の基本
的な知識を学ぶ。

「災害時の応援・受援体制」
• 災害対応に不可欠な応援・受援の基

本的な知識を学ぶ。

「地域の防災力の育成」
• 個別避難計画の作成・実行時に協力

が必要な地域の住民等の防災力育成
に必要な知識を学ぶ。

研修のテーマ 要配慮者に関連する防災対策（個別避難計画）

オンデマンド講義：12/6（金）～ 1/15（水） 演習：1/16（木） コーディネーター：鍵屋委員

◇：受講任意
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〔宮崎県〕 令和６年度地域研修 演習カリキュラム

地域検討会でのコーディネーター等
からの助言

２限目：個別避難計画取組事例紹介
３限目：個別避難計画について
• 個別避難計画の作成に着手したばかり、または

未着手の市町村からすると、個別避難計画の作
成経験がある行政職員からの経験談とその課題
を深堀するパネルディスカッションでは、個別
避難計画の作成のハードルが上がってしまい、
ますます個別避難計画の作成が進まない可能性
がある。

• そのため、個別避難計画の作成のハードルは低
くてもいいことが受講者に理解でき、研修後に
小さな１歩が歩みだせるようなカリキュラムに
見直した方がよい。

研修のテーマ 要配慮者に関連する防災対策（個別避難計画）

オンデマンド講義：12/6（金）～ 1/15（水） 演習：1/16（木） コーディネーター：鍵屋委員
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〔秋田県〕 令和６年度地域研修 オンデマンド講義カリキュラム

：基礎的な内容 ：応用的な内容も含む ●：受講必須

カリキュラムの構成について
カリキュラム全体
• 現時点ではすべて必須としているが、

単元の内容、受講者のニーズを踏ま
えて、受講の必須・任意、単元の取
捨選択を再検討する必要がある。

「防災行政概要」「災害法体系・防災計
画・災害への備え」
• 防災業務全般の基本的な知識を学ぶ。
「災害から命を守る」
• 避難行動、防災気象情報、避難情報

の発令等、災害発生直前の業務に必
要な知識を学ぶ。

「指揮統制」「災害対策本部」
• 災害対策本部運営の参考となる指揮

統制や対策立案の考え方等を学ぶ。
→ 左をいったん秋田県に提案
• 研修目的：

「市町村の本部要員」「県の派遣職
員」における能力向上を図り、市町
村の災害対策本部機能を強化する
に照らして、継続検討中

研修のテーマ 初動期の災害対策本部の設置・運営

オンデマンド講義：12/23（月）～ 1/30（木） 演習：1/31（金） コーディネーター：田村委員

◇：受講任意
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〔秋田県〕 令和６年度地域研修 演習カリキュラム

研修のテーマ 初動期の災害対策本部の設置・運営

オンデマンド講義：12/23（月）～ 1/30（木） 演習：1/31（金） コーディネーター：田村委員

地域検討会でのコーディネーター等
からの助言

１限目：能登半島地震から学ぶ直近の災害対応事
例について

• 直近の事例であり、県職員・市町村職員が参加
するなかで能登半島地震の経験を共有できるの
はよいと考える。

２限目：災害対策本部における対応
３限目：全体討論
• 会場で対面形式で参加してる受講者と、オンラ

インで参加している受講者が入り混じるハイブ
リッド形式の研修では、受講者が効果的に学べ
るような演習を実施することが非常に難しい。
演習の構成も含めて、実施方法を検討する必要
がある。

→左をいったん秋田県に提案
• 研修目的：

「市町村の本部要員」「県の派遣職員」におけ
る能力向上を図り、市町村の災害対策本部機能
を強化する
に照らして、継続検討中
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● 調査の概要

目的
47都道府県における地域研修の応募状況や防災研修の実施状況を明らかにし、地域研修の周
知・募集及び取組の改善点を検討する

対象者 47都道府県の防災部局の研修担当者

調査方法
対象者にメールで通知し、オンライン上のアンケートに対象者が回答
（希望者はExcel形式の調査票に回答）

調査期間 ８月２日 ～ ８月３１日 ※ ９月３０日全都道府県回答

質問の
概要

１ 地域研修に関して
• 認知度
• 応募した理由
• 応募しなかった理由

・過年度の応募状況
・研修実施による効果
・応募するために必要な改善点

２ 都道府県による自組織職員
向けの防災研修

• 必要性
• 実施しているか • 実施していない理由

３ 都道府県による市区町村等
職員向けの防災研修

• 必要性
• 実施しているか • 実施していない理由

４ 各市区町村が実施する防災
研修や訓練への支援

• 必要性
• 支援しているか • 支援していない理由
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地域研修に関する都道府県意向調査結果 （概要）

1-1) 地域研修の認知度

• 約７割の３３団体が地域研修の取組を認知しており、そのきっかけの９割超は「内閣府からの募集メール」
だった。

• 地域研修を認知できる可能性として、９割超の４５団体が「内閣府からの防災担当部局への連絡（メール）」を
挙げている。

1-2) 地域研修への応募状況

• 約３割の１５団体が地域研修に応募したことがあり、応募しなかった２２団体はその理由に「知らなかったた
め」、「体制確保が困難なため」を多く挙げている。

1-3) 地域研修への応募を検討する支援等

• 応募を検討するきっかけとして、「費用負担の軽減等」、「人的負担への配慮」、「募集時期の変更」、「カリキュ
ラムの具体化」等が挙げられた。

1-4) 地域研修で取り上げたいテーマ

• テーマとして、「職員の応援・受援」、「災害対策本部における情報収集・分析」、「災害対策本部の設置と初動
対応」、「救援物資の調達・輸配送」、「避難所開設・運営」、「要配慮者への支援」等が多く挙げられた。

2） 都道府県による職員向け研修

• ９割超の46団体では必要性を認識しているが、約４割の１８団体では実施されていなかった。

3） 都道府県による市区町村向け研修

• ９割超の4５団体では必要性を認識しているが、約２割の１１団体では実施されていなかった。

４） 市区町村が実施する研修・訓練への支援 

• 約９割の4３団体では必要性を認識しているが、４割超の２１団体では支援していなかった。
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１－１） 地域研修の認知度 〔都道府県意向調査結果〕

• 地域研修の取組について、33団体（70％）が「知っている」と回答しており、そのきっかけについては、32団体
（97％） が「内閣府からの募集メール」を挙げている。

• また、地域研修を認知できるきっかけとしては、45団体（95.7％）が「内閣府からの防災担当部局への連絡
（メール）」が望ましいと回答した。

32 (97.0%)

2 (6.1%)

内閣府からの「地域研修」募集のメール

その他
n=33都道府県

① 地域研修の認知度

Q１ 国や地方公共団体の職員を対象にした「防災スペシャリスト
養成」の取組の１つとして実施している「地域研修」のことを
知っていますか？

② 地域研修を知ったきっかけ

Q２-１ 「地域研修」について知ったきっかけを教えてください。（複数回答可）

知っている

33

(70.2%)

知らない

14

(29.8%)

知っている 知らない

N=47都道府県

Q４ どのようなきっかけがあれば、「地域研修」について知ることができそうか、教えてください。（複数回
答可）

45 (95.7%)

13 (27.7%)

10 (21.3%)

3 (6.4%)

内閣府から防災担当部局への連絡（メール）

内閣府防災のHP

防災スペシャリスト養成研修のHP

その他 N=47都道府県

③ 地域研修を認知できるきっかけ
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１－２） 地域研修への応募状況 〔都道府県意向調査結果〕

① 地域研修への応募

Q５ これまでに「地域研修」へ応募したことはありますか？

② 応募しなかった理由

Q７ 応募しなかった理由について教えてください。（複数回答可）（応募したことがない方のみ）

※ これまでに地域研修を実施している団体でも、「応募したこと
はない」と回答している団体あり

応募したこと

がある

15

(31.9%)

応募したことはない

22

(46.8%)

分からない

10

(21.3%)

応募したことがある 応募したことはない 分からない

N=47都道府県

• 地域研修に「応募したことがある」都道府県は１５団体（３２％）、「応募したことはない」が２２団体（４７％）。

• 応募しなかった理由としては、「知らなかったため」、「体制確保が困難なため」が多く挙げられ、そのほかには、
「都道府県の負担が分からなかったため」、「予算の確保が困難なため」、「すでに自治体職員向けの防災研修を
独自で実施できているため」等の理由も見られた。

9 (40.9%)

9 (40.9%)

7 (31.8%)

6 (27.3%)

5 (22.7%)

2 (9.1%)

0 (0.0%)

1 (4.5%)

0.0% 20.0% 40.0%

「地域研修」を知らなかったため

体制確保が困難なため

地域研修の企画・実施に係る都道府県の負担

（役割分担・作業量・費用）が分からなかったため

予算の確保が困難なため

すでに自治体（都道府県、市区町村）職員向けの

防災研修を独自で実施できているため

応募を検討するための十分な時間がなかったため

（募集開始時期が遅い、募集期間が短い等）

大規模災害が想定されていないため

その他
n=22都道府県
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１－３） 地域研修への応募を検討する支援等 〔都道府県意向調査結果〕

応募を検討するきっかけとなる支援や募集

• 応募を検討するきっかけとなる支援や募集方法については、主な回答として、「費用負担の軽減等」、「人的負
担への配慮」、「募集時期の変更」、「カリキュラムの具体化」等が挙げられる。

Q８ どのような支援や募集があれば、応募するか（あるいは応募を検討しようと思えそうか）教えてください。 （応募したことがない方のみ）

主な回答 対応案

費用負担
の軽減等

• 企画・実施に係る都道府県の費用負担を提示してほしい。
• 都道府県の事務負担・費用負担を具体的に示すこと。
• 費用の補助・国による全額負担が望ましい。

• 県の費用負担の例を明記
（資料印刷代等）

人的負担
への配慮

• 新規に研修を実施できる人員体制ではないため、県総合防災訓練のような既存事業に組み込
めるとよい。

• ロジ業務をできる限り委託業者が実施することが望ましい。
• 都道府県が市町村職員向けに実施する研修が多いため、地域検討会の開催等の通年対応が難

しい。体制確保が困難なため、研修カリキュラムの設計等の準備段階の支援を拡充してほしい。

• 既存事業への組み込み等
も検討できるように、作業
スケジュール例を提示

• 地域検討会の準備や所要
時間を提示

募集時期
の変更

• 予算確保等が可能なタイミングで情報提供等してほしい。
• 翌年度の研修体制に組み込めるよう、前年度から募集を行い、早期に決定していただきたい。
• 年度当初の防災部局は、異動に伴う引継ぎ・研修や出水期前で多忙なので、募集時期を前倒し

してはどうか。

• これまで２月下旬から３月
上旬だった募集開始時期
を１2月下旬頃に前倒し

カリキュラム
の具体化等

• 内閣府から具体的な研修カリキュラムを提案してほしい（県側で設計するのは負担が大きい）。
• 県でカリキュラムを作成する工程の負担が大きいため、モデルケースがあればよい。
• 地域の実情・ニーズに応じた内容という漠然としたプログラムではなく、具体的なテーマ・内容

を明示してほしい。
• 過去に実施した団体への具体的な支援内容や、カリキュラムの実例紹介、感想を含めた募集案

内をしてほしい。
• 住民の自主防災活動を促すことが期待できる研修効果の明確化がなされるとよい。

• 過去のカリキュラム事例を
紹介（HP等）

• 標準カリキュラムの作成・
公開
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１－４） 地域研修で取り上げたいテーマ 〔都道府県意向調査結果〕

30 (63.8%)

25 (53.2%)

24 (51.1%)

21 (44.7%)

17 (36.2%)

16 (34.0%)

16 (34.0%)

15 (31.9%)

14 (29.8%)

12 (25.5%)

11 (23.4%)

11 (23.4%)

9 (19.1%)

5 (10.6%)

8 (17.0%)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

職員の応援・受援

災害対策本部における情報収集・分析

災害対策本部の設置と初動対応

救援物資の調達・輸配送

避難所開設・運営

防災の基本的な知識の習得

要配慮者への支援（個別避難計画含む）

職員向けの研修・訓練企画

住家被害認定調査・罹災証明書の交付

風水害時の避難情報の発令

地区防災計画

事業継続計画（BCP）

復旧・復興

その他

特に希望する内容・テーマは無い N=47都道府県

• 地域研修で取り上げたいテーマについては、「職員の応援・受援」、「災害対策本部における情報収集・分析」、
「災害対策本部の設置と初動対応」、「救援物資の調達・輸配送」、「避難所開設・運営」、「要配慮者への支援」等
が挙げられた。

• その他として、個別テーマの深堀りや水害時の広域避難計画の策定、直近の大規模災害等で課題となった事象
への対応等も挙げられた。

地域研修で取り上げたいテーマ

Q９ 「地域研修」では、どのようなテーマや内容を取り上げたいと思いますか？（複数回答可）
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① 都道府県職員向けの防災研修の必要性

Q１１ 自組織職員向けの防災研修の必要性について、どのようにお
考えですか？

③ 都道府県職員向けの防災研修を実施していない理由

Q１３ 自組織職員向けの防災研修を実施していない理由について教えてください。（複数回答可）
（自組織職員向けの防災研修を実施していない自治体）
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２） 都道府県による職員向け研修 〔都道府県意向調査結果〕

5 (27.8%)

5 (27.8%)

4 (22.2%)

4 (22.2%)

3 (16.7%)

0 (0.0%)

5 (27.8%)

0.0% 20.0% 40.0%

体制確保が困難なため

予算の確保が困難なため

自組織職員の所属部署などで独自に

防災研修を実施できているため

研修の企画・実施方法が分からないため

自組織職員の研修実施状況やニーズが

把握できていないため

大規模災害が想定されていないため

その他

n=18都道府県

実施している

29

(61.7%)

実施していない

18

(38.3%)

実施している

実施していない

N=47都道府県

必要がある

46

(97.9%)

必要ない

1

(2.1%)

必要がある

必要ない

N=47都道府県

• 都道府県による自らの職員向けの防災研修については、46団体（9８％）が「必要がある」と回答しているが、
実施教協については、29団体（6２％）が「実施している」、18団体（38％）が「実施していない」となった。

• 実施していない理由としては、「体制・予算の確保が困難」、「所属部署などで独自に実施している」、「企画・実施
方法がわからない」等が挙げられた。

② 都道府県職員向けの防災研修の実施状況

Q１２ 自組織職員向けの防災研修を独自に実施していますか？
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必要がある

45

(95.7%)

必要ない

2

(4.3%)

必要がある
必要ない

N=47都道府県

① 市区町村等職員向けの防災研修の必要性

Q１４ 都道府県による「市区町村等職員向け防災研修の実施の必要
性」について、どのようにお考えですか？

③ 市区町村等職員向けの防災研修を実施していない理由

Q１３ 自組織職員向けの防災研修を実施していない理由について教えてください。（複数回答可）
（自組織職員向けの防災研修を実施していない自治体）

３） 都道府県による市区町村等向け研修 〔都道府県意向調査結果〕

• 市区町村等職員向けの防災研修については、45団体（95.7％）が「必要がある」と回答しているが、実施状況
については、36団体（76.6％）が「実施している」、11団体（23.4％）が「実施していない」となった。

• 実施していない理由としては、「体制・予算の確保が困難」、「各市町村の研修実施状況やニーズが把握できてい
ない」等が挙げられたほか、消防防災科学センターの研修を活用しているためといった理由も見られた。

実施している

36

(76.6%)

実施していない

11

(23.4%)

実施している

実施していない

N=47都道府県

② 市区町村等職員向けの防災研修の実施状況

Q１５ 都道府県主催で「市区町村等職員向けの防災研修を実施」して
いますか？

5 (45.5%)

4 (36.4%)

3 (27.3%)

1 (9.1%)

1 (9.1%)

0 (0.0%)

5 (45.5%)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

体制確保が困難なため

予算の確保が困難なため

各市区町村の研修実施状況やニーズが

把握できていないため

各市区町村が独自に防災研修を

実施できているため

研修の企画・実施方法が分からないため

大規模災害が想定されていないため

その他

n=11都道府県

21



R6.11.11
第３回「防災スペシャリスト
養成」企画検討会資料

① 各市区町村の研修等への支援の必要性

Q１７ 各市区町村が実施する防災研修や訓練への支援の必要性につ
いて、どのようにお考えですか？

③ 各市区町村の研修等への支援を実施していない理由

Q１９ 各市区町村が実施する防災研修を支援していない理由について教えてください。（複数回答
可）（各市区町村が実施する防災研修や訓練を支援していない自治体）

４） 市区町村が実施する研修・訓練への支援 〔都道府県意向調査結果〕

• 各市区町村の研修等への支援については、43団体（91.5％）が「必要がある」と回答しているが、実施状況に
ついては、26団体（55.3％）が「支援している」、21団体（44.7％）が「支援していない」となった。

• 支援を実施していない理由としては、 「各市町村の研修実施状況やニーズが把握できていない」、「体制・予算
の確保が困難」、「各市町村で独自に実施できている」等が挙げられた。

② 各市区町村の研修等への支援の実施状況

Q１８ 各市区町村が実施する防災研修や訓練について支援していま
すか？

22

7 (33.3%)

7 (33.3%)

7 (33.3%)

6 (28.6%)

2 (9.5%)

0 (0.0%)

3 (14.3%)

0.0% 20.0% 40.0%

各市区町村の研修実施状況や

ニーズが把握できていないため

体制確保が困難なため

予算の確保が困難なため

各市区町村は支援がなくても

独自に防災研修を実施できているため

研修の企画・実施方法が分からないため

大規模災害が想定されていないため

その他

n=21都道府県

必要がある

43

(91.5%)

必要ない

4

(8.5%)

必要がある

必要ない

N=47都道府県

支援している

26

(55.3%)

支援していない

21

(44.7%)

支援している

支援していない

N=47都道府県
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